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1.　シティズンシップ（市民性）とは何か
シティズンシップとは、ある一つの政治体制を構成する構成員（メンバー）、あるいは構成員
であること（メンバーシップ）を指す概念です。そしてそれは、日本語では公民性（公民的資
質）、市民性（市民的資質）などと訳されることが多いことばです。市民（シティズン）という
概念の由来は、古典古代のギリシアにまでさかのぼります。古代ギリシアでは、アテネなどの都
市国家（ポリス）で直接民主主義の政治が行われていました。そこでの市民とは、直接民主主義
の政治に参加するポリスの構成員をさす概念でした。そこには、単なる都市の住民という意味に
とどまらず、政治に参加する人、という意味が含まれていました。
そしてもう一つ、市民には、専門家に対する素人（アマチュア）という意味も含まれていま
す。政治的な決定をする際に、官僚とか学者とかに任せるというやり方もありますが、民主主義
はそういう前提を取りません。市民自身が決定する、つまり専門家ではないアマチュアという意
味が、そこから生まれるわけです。このように見てくると、学校教育はアマチュアとしての市民
を養成する場であるということができます。高等学校までの数学は数学の専門家になるためだけ
にやるわけではありません。高等学校までの教科の学習では、専門家になることを前提にしてい
ません。そこに本来は、アマチュアとしてのシティズンシップの育成という要素が大きく含まれ
ているのです。しかし、日本の学校教育は、理念としてはそうであったとしても、実際にははそ
うなっていない現実があります、それがどうしてかを、次節では考えてみたいと思います。
2.　学力のポスト戦後体制
高度成長期の日本は、学校での学習成果としての学力が選抜システムにおけるシグナルとして
機能してきた社会でした。たとえば数学で 90点取ったらそれ自体がその生徒の学力のシグナル
として評価されてきました。これを学力の戦後体制と名づけることができます。これに対して、
学力のポスト戦後体制に突入した今日は、学習成果が単なるシグナルではなくてそれ自体実質的
な意義（レリバンス）を持つものとして期待されるようになる社会であり、数学で 90点取った
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らそのことでどういう資質や能力が身についたのかについての説明責任を教師や学校、場合によ
っては生徒自身が負うようになってきています（小玉　2013）。後に述べるカリキュラム・イノ
ベーションや高大接続改革の背景にはそうした動きがあります。
このように、戦後の高度成長期までの日本では、学力の戦後体制のもとで、学力は点数で決ま
る、学力選抜のシグナルでした。そこでは、学力というものに、実質的な意義（レリバンス）を
有するスキルを求めてはきませんでした。そうしたスキルの習得は、卒業してからやればいいも
のとされてきたのです。いいかえれば、学校では何者かになることを期待されていませんでし
た。何者でもない存在として、色に染まっていない状態で社会に出ることが期待されていまし
た。学校は、どれだけの可能性があるかというシグナルを提供すればよかったのです。そうした
社会においては、偏差値や学歴が大きな意味を持っていました。
近年議論になっている大学入試センター試験の廃止や、アクティブラーニングを軸とした学習
指導要領の改訂などは、以上のような学力の戦後体制から、学力のポスト戦後体制への転換を模
索する過程の中で、実際に社会と結びつくような学力のあり方を追求しようとしている、そうい
う背景の中で理解することができます。
3.　カリキュラム・イノベーション
なぜシティズンシップ教育が必要なのかということも、このような学力のポスト戦後体制の模
索という、大きな枠組みの展開の中で考える必要があると思います。カリキュラム・イノベーシ
ョンもその一環です。そこでは、アカデミズムの知の体系を高等教育から初等中等教育へとおろ
すのではなく、両者を社会的レリバンスを持ったものとして架橋し直すことが求められていま
す。
学校でのデジタル・シティズンシップは、そうした社会的な文脈の中で、ちょうど政治を学校
で扱うのと同様の意義を持っています。
政治を学校で扱うとはどういうことかといいますと、従来、文科省は 1969年に出した通達に
よって、学校で政治を扱うことを制限し、高校生の政治参加を禁止していました。しかし、18
歳選挙権が実現した 2015年に、文科省はこの 1969年の通達を廃止し、現実の具体的な政治的
事象を取り扱うことが重要だという通知を出しました。1969年の通達では留意する必要がある
とされていた現実の具体的な政治的問題、論争的な問題を、2015年の通知ではむしろ積極的に
取り扱うことが重要であるとし、高校生が自らの判断で権利を行使することができるよう、具体
的かつ実践的な指導を行うことが重要だとされたのです。
このように、学校で政治を扱うことをタブー視していた状況が、学力のポスト戦後体制の状況
のもとで変化し、学校で政治を扱うことが積極的に奨励されるようになっているのが、カリキュ
ラム・イノベーションの根幹にある事態です。同じことが、デジタルコンテンツの学校での取り
扱いについても言えるでしょう。つまり、SNSなどのデジタルコンテンツを学校で扱うことが
タブー視されていた時代から、積極的に奨励されるようになる時代への転換です。デジタル・シ
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ティズンシップ教育が意味を持つのはまさにそうした背景においてです。
4.　デジタルコンテンツと知の解放
カリキュラム・イノベーションの視点から高大接続の在り方を見つめ直すとき、そこで考える
必要があるのは、従来の高大接続論の背景にあった、高等教育（大学）は知を生産する場で、中
等教育（中学、高校）は大学で生産された知を伝達する場であるという暗黙の前提と、そこでの
「中等教育は高等教育よりも知的に劣った存在である」という愚鈍化の構造の問い直しです。カ
リキュラム・イノベーションの視点に立てば、中等教育がカリキュラム形成の主体であるととも
に、知の生産の一翼を形成する担い手でもあることになります。たとえば、近年高校で盛んにな
りつつある探究的学習は、アカデミズムでの研究に新しい視点を持ち込み、制度化され専門分化
した学問の枠組みやディシプリンを揺さぶり、既存の知を問い直すポテンシャルを秘めていま
す。そうしたポテンシャルを解放し、高等教育に独占されてきた知を市民へと解放していく、そ
の担い手として中等教育の現場を位置づけていくことが求められています。デジタル・シティズ
ンシップとは、まさにそうした知の解放において中心的な役割を果たすものであると捉えられる
のではないでしょうか。
たとえば、批評家の宇野常寛氏は、インターネットが SNSを通じて人々のコミュニケーショ
ンを高速化させ、「情報に対して「考えなくてよい」という文化をこの「速すぎるインターネッ
ト」は生んでいると思うんですね」と批判しています。そして、そうした批判をふまえたうえ
で、「遅いインターネット計画」を、「この潮流に対抗するプロジェクト」として提起しています
（宇野　2018）。宇野氏がここで提起する「遅いインターネット計画」は、ものごとを出来合い
の二項対立の図式に還元することなく、多様な側面から深く考え、批判する言論の批評空間構築
を志向するものであり、愚鈍化のサイクルから脱却する知の解放をめざすものであると言えるで
しょう。
これは、情報やデジタルの領域における主要なテーマを構成します。大学の既存の学問の中に
知が閉じ込められてしまっている状況を組み替えないと、知のポテンシャルは解放されません。
情報モラル教育とデジタル・シティズンシップ教育を分かつ分岐点もまさにこの点にありま
す。道徳教育の古い形を情報モラル教育に当てはめてしまうと、情報モラルを生徒に伝えるスタ
イルになってしまいます。情報モラル教育が情報セキュリティ教育のような狭いものになってし
まいます。正解が分かっているテストでいかにして合格点をクリヤするかの教育になってしま
い、建前を学ぶ場になってしまいます。それによって、学ぶ側の愚鈍化がますます進行し、市民
性が剥奪されていきます。
これに対して、いま求められていることは、デジタルメディアと市民との対等な関係の中で、
アマチュア性を前提に専門性を批判的に問い直していくデジタル・シティズンシップ教育なので
す。ここに、情報モラルとデジタル・シティズンシップとの大きな違いがあります。デジタル空
間を批評の対象と見ていくこと、それはとりもなおさず、ジョディ・ディーンが「コミュニケー
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ション資本主義」と呼ぶ公開性のデジタル空間への批判的関与を促す政治的実践へと直結してい
るのです（伊藤　2019　門林　2015）。
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